
付 議 第 １ 号

高知県高等学校等奨学金の貸与に関する条例施行規則の一部を改正する

規則議案

高知県高等学校等奨学金の貸与に関する条例施行規則（平成 14 年高知県教育

委員会規則第４号）の一部を別紙のとおり改正することについて、議決を求め

ます。

高知県教育委員会事務委任等規則（平成４年教育委員会規則第１号）

第２条 教育委員会は、次に掲げる事務を除き、その権限に属する事務を教育長に委任する。

(３)規則及び訓令を制定し、又は改廃すること。
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--------------------

教 育 委 員 会 規 則

--------------------

高知県高等学校等奨学金の貸与に関する条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。

令和 年 月 日

高知県教育長 長岡 幹泰

高知県教育委員会規則第 号

高知県高等学校等奨学金の貸与に関する条例施行規則の一部を改正する規則

高知県高等学校等奨学金の貸与に関する条例施行規則（平成14年高知県教育委員会規則第４号）

の一部を次のように改正する。

別記第１号様式及び別記第１号様式の２中「㊞」を削る。

別記第１号様式の３中「㊞」を削り、同様式裏面中「□印」を削る。
別記第１号様式の３の２中

「 申請者及び連帯保証人においては、貸与を受ける奨学金の返還を怠ったときは、返還期限に

かかわらず一括返還を求められ、又は強制執行等の法的措置を受けても異議はありません。 」

を

「 申請者及び連帯保証人においては、貸与を受ける奨学金の返還を怠ったときは、返還期限に

かかわらず一括返還を求められ、又は強制執行等の法的措置を受けても異議はありません。ま

た、申請者又は連帯保証人のいずれか１人が高知県教育長から当該奨学金の返還を求められた

ときは、当該返還を求められた者以外の申請者又は連帯保証人の全てに対しても返還を求めら

れたこととすることに同意します。 」

に改める。

別記第１号様式の４備考中「月ごろを」を「月頃を」に改める。

別記第４号様式から別記第８号様式まで及び別記第10号様式中「㊞」を削る。

別記第13号様式中

「 なお、高知県高等学校等奨学金の返還の完了までにおける当該奨学金に係る事務処理上必要

があると認められる関係機関に対する調査の実施について同意するとともに、当該奨学金の返

還を怠ったときは、返還期限にかかわらず一括返還を求められ、又は強制執行等の法的措置を

受けても異議はありません。 」

を

「 なお、高知県高等学校等奨学金の返還の完了までにおける当該奨学金に係る事務処理上必要

があると認められる関係機関に対する調査の実施について同意するとともに、当該奨学金の返

還を怠ったときは、返還期限にかかわらず一括返還を求められ、又は強制執行等の法的措置を

受けても異議はありません。また、奨学生又は連帯保証人のいずれか１人が高知県教育長から

当該奨学金の返還を求められたときは、当該返還を求められた者以外の奨学生又は連帯保証人

の全てに対しても返還を求められたこととすることに同意します。 」

に改める。

別記第14号様式、別記第15号様式（その１）、同様式（その２）及び同様式（その３）、別記第

16号様式並びに別記第18号様式中「㊞」を削る。

附 則

（施行期日）

１ この規則は、公布の日から施行する。

（経過措置）

別 紙
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２ この規則による改正前の高知県高等学校等奨学金の貸与に関する条例施行規則別記様式は、こ

の規則による改正後の高知県高等学校等奨学金の貸与に関する条例施行規則の規定にかかわら

ず、残品の限度で使用することができる。

高知県教育委員会規則

◎高知県高等学校等奨学金の貸与に関する条例施行規則

の一部を改正する規則
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高知県高等学校等奨学金の貸与に関する条例施行規則の一部を改正する

規則議案説明

１ 改正の目的及び理由

民法の一部を改正する法律（平成29年法律第44号）の施行による民法（明治
29年法律第89号）の一部改正を考慮し、奨学生又は連帯保証人のいずれか１人
が高知県教育長から当該奨学金の返還を求められたときは、当該返還を求めら

れた者以外の奨学生又は連帯保証人の全てに対しても返還を求められたこと

とすることができるよう貸与申請者等からあらかじめ同意を得ようとすると

ともに、必要な文言の整理をし、併せて押印の見直しをするものである。

２ 施行期日

公布の日

参考資料１
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高知県高等学校等奨学金の貸与に関する条例施行規則の一部改正について

１ 概要 民法改正に伴い、高知県高等学校等奨学金の貸与に関する条例施行規則に定めている、「第

１号様式の３の２（第３条関係）誓約書」、「第 13号様式（第14条関係）借用証書」に、高知県から

の連帯保証人に対する請求は、奨学生本人及びもう１名の連帯保証人に対しても、その効力を生ずる

ものとする趣旨の文言を追加するもの。

２ 改正理由

・高知県高等学校等奨学金は、奨学生本人及び連帯保証人２名が連帯して返還を行うこととされてい

るが、民法改正により、民法第441条ただし書の別段の意思表示がなければ連帯保証人の一人につい

て履行の請求、消滅時効の完成猶予があったとしても、その効力が主たる債務者及びもう一方の連帯

保証人には影響しないこととなったため。

・高等学校等奨学金は、連帯保証人である父又は母が返還をしている場合があり、そのうち連帯保証

人からの希望により、連帯保証人に対し奨学金に関する通知（納入通知、督促等）を行っているケー

スが一定あることから今回の改正による影響が大きい。

・奨学生本人（主債務者）が、将来所在不明となり、連帯保証人としか連絡がつかない場合も想定され

ることから、連帯保証人に対する履行の請求により、主たる債務者及びもう一人の連帯保証人に対し、

履行の請求を行った効力を生じさせるとともに主たる債務の時効の完成を猶予させる効力を生じさせ

る必要があるため。

関係法令等

【（改正前）民法第440 条】（相対的効力の原則）

第434 条から前条（履行の請求、更改、相殺等、免除、混同、時効の完成）までに規定する場合を除き、

連帯債務者の一人について生じた事由は、他の連帯債務者に対してその効力を生じない。

【（改正前）民法第457 条】（主たる債務者について生じた事由の効力）

主たる債務者に対する履行の請求その他の事由による時効の中断は、保証人に対しても、その効力を生ずる。

【（改正前）民法第458 条】（連帯保証人について生じた事由の効力）

第434 条から第440 条までの規定は、主たる債務者が保証人と連帯して債務を負担する場合について準用する。

【（改正後）民法第441 条】（相対的効力の原則）

第438 条（更改）、第439条第 1項（相殺）及び前条（混同）に規定する場合を除き、連帯債務者の一人につい

て生じた事由は、他の連帯債務者に対してその効力を生じない。ただし、債権者及び他の連帯債務者の

一人が別段の意思を表示したときは、当該他の連帯債務者に対する効力は、その意思に従う。

【（改正後）民法第457 条】（主たる債務者について生じた事由の効力）

主たる債務者に対する履行の請求その他の事由による時効の完成猶予及び更新は、保証人に対しても、その効

力を生ずる。

【（改正後）民法第458 条】（連帯保証人について生じた事由の効力）

第438 条、第 439 条第 1項、第440条及び第441条の規定は、主たる債務者と連帯して債務を負担する保証人

について生じた事由について準用する 。

３ 施行期日 公布の日から施行する。

参考資料３


